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社会科学では個人水準での長期にわたる変化，それを生じさせた因果
的関連を特定することが求められる．それを可能にするうえで，すでに
行われた調査の対象者を追跡し，過去の状態を測定したデータと接続す
る追跡接続調査の意義は大きい．
本稿の目的は，大規模な追跡研究として行われた，常磐炭砿の閉山離
職者研究の事例を通じて，追跡研究の技法と課題について検討すること
にある??．筆者はこの研究に参加することで追跡接続研究の実践と方法
論的な検討を行う機会を得た．本稿では，その経過と成果について概説
し，今後行われる類似の研究デザインに貢献しうる知見を提供したい．
対象者の追跡はたいへんな困難をともなうが，綿密な追跡を行うこと
で，高い追跡率をあげることは可能である．本稿では，追跡の結果概要
とともに，追跡を成功させる諸要因について考察する．
１．追跡研究の意義
社会科学者が長期間にわたる因果的な関連
の特定をしようとするとき，個人水準での変
化を特定できる縦断データを得ることは不可
欠である．そうしたデータを構築するための
方法に，パネル調査法と，追跡接続調査法が
ありうる．周知のように，前者は，個人に対
して一定の期間数回にわたって，調査を反復
して行うものである．後者は過去に行われた
調査対象者の所在を確認し，ふたたび調査を
行うことにより複数の時点を比較できるデー
タを作成する調査法である．いずれも長期に
わたる個人水準に生じた変化を，精確に特定
できるという利点がある．
パネル調査はわが国でも大規模な調査がよ
うやく行われるようになってきたし，分析法
や方法論における研究も，欧米を中心に相当
の蓄積があるといえる．他方で，追跡接続研
究の手法を大規模な標本について実施した事
例は，パネル研究に比べればまだ少ない．過
去に行われた調査研究について，長い期間を
隔てて再び調査を行うことは，いくつかの面
で困難をともなう．まず，初回の調査対象者
についての個人情報が，再追跡が可能な状態
で残される必要がある．追跡を行おうとする
研究者が長い期間を経たのちに，自ら再び調
査対象者を追跡することは稀であり，第三者
が追跡対象者の名簿を引き継げる幸運に恵ま
れることはさらに少ない．さらにに，対象者
の住所がわかる名簿が入手できたとしても，
現在の所在を確認することに，多くの労力を
費やさなければならない．
しかし，自らもこの手法を採用した経験の
あるデンプスター・マクラインとモエンは，
論文「追跡接続調査における対象者の探索」
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のなかで，追跡接続研究は，新規にパネルを
設定して，長期にわたる追跡の成果を待つよ
りも，時間的にも金銭的にもむしろ節約的な
手法であるという評価をしている（Demp-
ster-McClain and Moen,1998）．しかし，こ
うした評価の背景にあるのは，対象者の大部
分を追跡作業によってみつけだせるという確
信である．追跡接続研究の事例の少ないわが
国では，まだそうしたノウハウの蓄積もない．
本稿では，まず欧米の追跡接続研究の事例と，
日本における現状について述べる．筆者が携
わった追跡研究の事例を手がかりに，調査対
象者の追跡法とその成果について概略を述べ
ることにしたい．
２．日米における追跡研究の事例
長期パネル研究の分厚い蓄積がある米国で
は，すでに追跡接続研究にも，少なからぬ蓄
積がある．では，こうした長期の空白期間を
隔てて行われる追跡研究は，どの程度の調査
対象者を再発見し，どの程度の有効回答を獲
得しているのであろうか．
たとえば，デンプスター・マクラインとモ
エンは，コーネル大学のロビン・ウィリアム
ズによって1956年に行われた「女性の役割と
福利研究」の対象者521人を，再び1982年か
ら追跡した．４年の歳月を費やした追跡作業
の結果として，彼らは死亡を含む427人の調
査対象者について，その所在を確認すること
に成功した．そして所在が確認された生存者
326人のうち313人から第２次調査の有効回
答を得たのである（Dempster-McClain and
 
Moen,1998）．
また，クローセンは，自らが行った「精神
的健康研究」（1952年から1958年に調査実
施）の対象者80名を1972年に再び追跡し，
数名を除くほとんどの人物の所在を突き止め
た（Clausen,1984）．ベングストンは，家族関
係と心理的福利に関する研究（1971年から72
年に調査を実施）の追跡を行い，約3,000人
におよぶ対象者のうち，10名を除くほとんど
の所在を確認している（Bengston,1989）．ま
た，コールらは1965年から翌年にかけて実施
されたワシントン州の高校生に対する追跡調
査を13年後に実施し，98.2％の有効回答率を
達成した．以上のように，長期間を隔てた後
に行われた調査においても，対象者の追跡率
はきわめて高く，有効回答率も実に高い（Call
 
et al,1982）．
以上のように，米国では長期の空白期間を
経た追跡接続研究の蓄積があるにもかかわら
ず，現在のところ，わが国で同様の研究が，
大規模な標本に対して行われた事例は稀であ
る．ようやく近年行われた意欲的な研究の事
例として，吉川徹（2009）らによる「職業と
パーソナリティ」を主題とした研究がある．
吉川らは，直井優らによって東京大学社会学
研究室で1979から1980年にかけて実施され
た調査の有効回答者626名（男性のみ）に対
して，第２次調査を行い過去のデータとの接
続を行うことを試みた．対象者の追跡は，2004
年から開始されたが，すでに死亡している者
を含めて506人の所在を確認し，227人
（36.1％）から有効回答を得た．彼らは同時に，
1982年に実施された，その男性標本の配偶者
女性への調査についても，その有効回答者の
追跡を行い，418標本のうち357人の所在を
突きとめ，152人（36.4％）から有効回答を得
た．
以上の事例が唯一であるといえるほど，わ
が国では，すでに実施された調査の対象者を
再び追跡するかたちで行われる，厳密な意味
での追跡接続研究の事例はほとんどない．し
かし，調査を実施するにあたって対象者の所
在を追跡する作業を行う，広義の追跡調査に
は，相当の蓄積がある．また，意外に知られ
ていないが，炭鉱離職者に関する研究は，こ
の種の追跡研究の事例が豊富にある．
そもそも閉山離職者に対しては，国策とし
て就職支援対策が施されたため，各地の公共
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職業安定所や就職対策のための組織が作成し
た，閉山後の再就職状況に関するデータが残
されている．三井三池炭鉱（平成９年閉山）
閉山離職者を対象とした児玉俊平（2001）は，
大牟田公共職業安定所の資料をもとに再就職
状況の報告をしている．それによれば，離職
者1,553人のうち1,511人が求職をしたが，
平成13年５月末の就職者数は1,065人にと
どまったとされる．同様に，浜民夫（2004）
は池島炭鉱の離職者について閉山２年後の就
労状況と生活状況に関する調査を発表してい
る．
長い期間を経て炭鉱離職者を追跡した事例
としては，高橋伸一らによる貝島炭鉱（1963
年閉山）の離職者研究がある．彼らは閉山離
職者961人を追跡し，結成された旧労働者の
親和会のメンバー679人の所在を確認し，調
査を行っている．
また，森廣正（2005）は，政府間協定にも
とづいてドイツに派遣された日本人炭鉱労働
者の研究を行い，日本・ドイツ双方で，離職
者の聞き取りをしている．その研究の方法は
質的なものであり，体系的な追跡や計量的な
分析を行っているものではないが，森は1957
から1965年にかけて渡独した炭鉱労働者
436人のうち，64人に対して聞き取りをする
ことに成功している??．
炭鉱離職者の追跡研究は，社会科学だけに
とどまらない．炭鉱労働者に特有の職業病で
ある塵肺の研究を行うためには，閉山から長
期間を経た後の追跡調査が不可欠となる．し
たがって，疫学の分野における炭鉱離職者を
対象とした追跡研究は，世界的にみて分厚い
蓄積をもつ．日本における塵肺の研究で，炭
鉱離職者の追跡を実際に行った研究として
は，川村雅則らによる太平洋炭鉱（2002年閉
山）離職者を対象とした研究がある（川村・
冨田2004；川村・福地ほか2007）．川村らは，
社員アルバムに記載されていた1990年に在
籍していた坑内員1,423人を対象として，877
人の所在を確認し，2006年９月に実施した調
査で676人から有効回答を得た．調査の主な
課題は離職者の健康状態であるが，仕事・生
活状態についても測定をしており，社会科学
の領域でも注目されるべき研究である．
さて，われわれのグループが行った常磐炭
砿の閉山離職者追跡調査もまた，こうした日
本の炭鉱労働者研究の系譜に属しており，地
道な対象者の追跡を土台として実施されたも
のである．本研究はとりわけ追跡対象（母集
団）の特定を厳密に行い，体系的な追跡法を
試みた点において，方法論的な特質がある．
３．調査デザインの概要
常磐炭砿は福島県いわき市にあった炭鉱で
あり，かつては本州最大の炭鉱として知られ
たが，昭和46年４月にその本拠地であった磐
城鉱業所も閉山を迎えた．同時に，大量の離
職者が，強制的にキャリアの中断を余儀なく
されることになったのである．
われわれが実施した「常磐炭砿で働いた
人々」調査の課題は，閉山が彼らのライフコー
スに及ぼした影響をあきらかにすることであ
る．離職者たちは，さまざまなライフステー
ジで閉山を迎えることになった．このタイミ
ングの違いが，職業経歴，家族経歴にどのよ
うな効果をもたらしたのかを，計量的な分析
によってあきらかにすることが研究の主目的
であった．
この調査プロジェクトは1996年から準備
され，実際の調査は1997年から着手された．
この調査に初期から最終段階まで一貫して携
わったメンバーは，正岡寛司（研究代表者），
藤見純子，嶋崎直子，澤口恵一である．
彼らの閉山後のライフコースをあきらかに
するために，われわれは個人面接法により閉
山離職者の全員を対象とする悉皆調査を実施
し，詳細なライフヒストリー・データを収集
することにした．計量的な分析を行うことを
意図して，調査は構造化された調査票を用い
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て行われ，個人面接法で実施された．
この課題に取り組むためには，離職者の名
簿を作成し，そしてその現在の所在を確認し
なければならない．しかし最初の面接調査が
企画された時点で，すでに閉山から26年の歳
月が経過していた．離職者の多くはすでに70
代を超える高齢者である．そのため，われわ
れは，対象者が発見され次第，面接調査を行
うやり方で有効回答数を積み上げていった．
調査は，毎年，早稲田大学旧第一文学部社会
学専修の調査実習として行われ，1999年から
は大正大学人間学部人間科学科の調査実習と
合同で実施された．調査は，毎年夏季にいわ
き市常磐湯本にて４泊ないしは５泊の合宿を
行い，その時点で住所が判明していた対象者
に対して調査を依頼するかたちですすめられ
た．
また，いわき市外に居住する離職者につい
ては，調査会社への委託により個人面接法に
よる調査を実施した．なお，資金の面で実施
の見込みがなかった時期に，市外居住者への
面接調査が一部の対象者について郵送で行わ
れている．
本調査プロジェクトの利用するデータは，
面接調査によって得られたものだけにはとど
まらない．常磐炭砿や労働組合によって作成
され，福島大学・早稲田大学に保存されてい
た膨大な社内資料を電子化し，面接調査デー
タと連結した分析を行っている．同時に，一
部の面接調査の有効回答者について，生活史
調査を実施し，質的データにもとづくライフ
コースの分析もできる設計になっている．
さて，離職者追跡調査の過程を提示するた
めに，実際に行われた面接調査および郵送調
査の概略とその成果を示したものが表１であ
る．回収率をみれば，あきらかに調査の初期
段階には高かった回収率が，次第に低下する
傾向にあることがわかる．ただし，ここに掲
載された抽出数は，閉山離職者の住所の候補
であり，特定の個人に複数の候補地が割り当
てられていることもあった．回収率の低さは，
通常の調査とは異なり，われわれが作成した
調査対象者の住所候補リストの信頼性が次第
に低いものにならざるを得なかったことを物
語っている．ここで重要なのはむしろ実際に
積み上げられた有効回答の実数であることに
留意していただきたい．
以上のように常磐炭砿離職者の追跡研究を
行ううえで，避けて通れない関門となったの
が離職者全数の追跡作業である．その方法と
結果についてふれる前に，他の調査研究にお
ける対象者の追跡に関する事例について概観
することにしたい．
４．「閉山離職者」の特定
量的な社会調査を行うさいに重要となるの
は，母集団を構成する成因の包括的な名簿を
作成することである．しかし，大規模な追跡
研究において母集団の全体像を把握すること
は容易ではない．われわれの追跡調査を行う
にあたって，最初の関門となったのは，離職
者の全体像を把握する名簿を獲得することで
あった．具体的には，離職者の追跡対象者名
簿は，次のような３つの段階を経て，確定さ
れることになった．
第１段階 われわれが調査に着手した1997
年当初には，離職者全数の名簿を作成する術
をもってはいなかった．手がかりとなったの
は，旧労働組合の30年史として企画された
『地底との訣別』である．閉山後に刊行された
この閉山の記念誌には，離職者の元砿員組合
員の名簿が掲載されていた．この名簿には，
旧労組組合員の氏名，閉山時の住所と職種，
昭和50年時の住所と顔写真が掲載されてい
た．同書には，巻末に閉山時に在籍していた
職員の名簿も掲載されており，閉山時に在籍
していた砿員・職員の全体像を把握するのに
有効であった．
これに加えて，離職者の特定に役立ったの
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は，早稲田大学に残されていた「就職のため
の相談票」と呼ばれた離職者の再就職支援の
ために作成された調査票である．
われわれは，これらの名簿をもとに，当面
の追跡対象となる人物のリストを作成し，そ
れにもとづいて調査対象者の捜索を行った．
もちろん，これらの名簿には，非組合員をは
じめとして，炭鉱における多様な雇用形態の
従業員は登載されてはいない．この時点で作
成された離職者名簿は暫定的なものであり，
離職者の全体像を把握しうるものではなかっ
た．
第２段階 離職者全体を把握しうる追跡台帳
が完成をみたのは，調査の開始から３年が経
過した後のことである．1999年からわれわれ
の研究プロジェクトは，常磐興産から福島大
学に所蔵されている常磐炭砿資料を利用する
許諾を得た．これにより，常磐炭砿社内で作
成された，各種の閉山関連資料を入手するこ
とができたのである．膨大な閉山関連資料か
ら，われわれは閉山離職者を特定しうる資料
として，４つの主要な名簿を選定し，それを
データベースに登録することによって，「閉山
離職者名簿」を得ることができたのである．
その主要な名簿とは次の４つの資料から得ら
れたものである．
「離職金支払原簿」 石炭鉱業合理化臨時措
置法第33条の規定にもとづき，炭鉱離職者に
は石炭鉱業事業団から離職金が支給されるこ
とになっていた．この原簿は，常磐炭砿が石
表１ 「常磐炭砿で働いた人々」調査の概要
調査概要 実施年月 抽出数
有効
回答数
回収率
予
備
調
査
方法：個人面接法 1997年９月
2000年５月
2000年９月
－ 45 －
方法：個人面接法 第１次1997年９月 170 89 52.4％
対象：いわき市居住者 第２次1998年７月 196 113 57.7％
第３次1999年７月 338 171 50.6％
第４次2000年７月 554 167 30.1％
第５次2001年７月 433 232 53.6％
市
内
面
接
調
査
第６次2002年７月 336 129 38.4％
第７次2003年７月 47 17 36.2％
第８次2004年３月 135 34 25.2％
第９次2004年７月 590 90 15.3％
第10次2005年７月 545 56 10.3％
第11次2006年１-２月 122 24 19.7％
市
外
面
接
調
査
方法：個人面接法
対象：いわき市外居住者
第１次2004年４-６月
第２次2006年２月
397
344
226
32
56.9％
9.3％
市
外
郵
送
調
査
方法：郵送調査法
対象：いわき市外居住者
2001年１月 932 240 25.8％
注１：抽出数はその時点での対象者の居住先とみなされた住所の数であり，実際には
該当者ではなかった者を多数含む．
２：面接調査では事前の依頼状の発送数から明らかな非該当者を除いたもの．
３：有効回答者数は調査後に母集団の再定義により非該当とされた者や郵送調査
後に再び面接調査を実施した者を含んでいる．したがって，その累積度数は後
に示す調査の有効回答数とは一致しない．
元炭鉱労働者の追跡研究における方法的課題Vol.19  No.2  201
炭鉱業合理化事業団に対して，離職金の申請
手続きをするために作成されたものである．
「常磐炭砿離職者基本名簿」 この名簿は，
石炭鉱業合理化事業団から石炭鉱山整理促進
交付金（閉山交付金）および退職金代弁支払
を受けるための資料として，常磐炭砿が作成
し，同事業団に提出した名簿である．
「就職相談再調査票」 閉山により失業を余
儀なくされた常磐炭砿の離職者に対して，会
社側が再就職希望を把握するために作成した
資料である．同種の調査は，３回にわたって
行われているが，閉山直前の３月25日に行わ
れた第２回調査の回答者数はもっとも多く，
離職者のほぼ全体が回答しているようであ
る．その個票をもとに閉山離職者名簿を作成
することができる．
「就職決定者名簿」 離職者の就職支援対策
の一環として設置された就職対策本部が，離
職者の再就職状況を把握すべく作成したの
が，この名簿である．われわれが入手した名
簿の作成時点は，閉山から１年が経過した昭
和47年夏期のものである．
これらの名簿は離職者を把握することがで
きる名簿として，きわめて包括的なものであ
るばかりでなく，実に高い信頼性をもってい
る．とはいえ，各名簿の登載者数には，大き
なずれがあり，各個人がどの名簿に登載され
るか否かにも大きな差異がみられる．
追跡対象を確定するにあたり，第１段階か
ら使用している名簿を含め，当面これらの台
帳に１度でも登載された人物すべてを網羅し
た「追跡基本台帳」を作成した（表２）．「追
跡基本台帳」の総数は4,846人となった．
第３段階 次節で述べるように，以上の名簿
にもとづき，われわれは離職者の追跡作業を
10年にわたって実施した．その結果あきらか
となったのは，一部の名簿に登載された者の
うち，実際には炭鉱の閉山離職者とはいえな
い者が多数含まれていることであった．
名簿の特性から「離職者」の定義が異なる
ことは，当然のことであるともいえる．たと
えば，石炭鉱業事業団による離職金支払いの
対象は，法令による厳格な規定がある．一方
で，常磐炭砿による再就職支援のために作成
された名簿は，支援の必要な従業員を最大限
登載しようとするであろう．各名簿の登載者
数の違いには，こうした「離職者」の定義が
反映されている．
われわれの研究プロジェクトでは，追跡に
あたっては「追跡基本台帳」に登載された最
大限に緩やかな離職者の定義を採用した．し
表２ 追跡対象者数と各名簿の登載者数
追跡用の基本台帳 確定された母集団
追跡対象者数 4,846 4,626
「離職金支払原簿」 3,560 3,560
「常磐炭砿離職者基本名簿」 4,255 4,255
「就職決定者名簿」 4,446 4,317
「就職相談再調査票」 4,436 4,361
『地底との訣別』旧砿員組合員名簿 3,807 3,778
『地底との訣別』旧職員名簿 414 388
「就職のための相談票」 2,749 2,685
注：確定された母集団は「離職金支払原簿」ないしは「常磐炭砿離職者基本名簿」の登
載者であり，本研究において操作的に定義した閉山離職者を指す．
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かし，最終的な分析データをつくる段階で，
より厳密な定義を採用することにした．つま
り，石炭鉱業合理化臨時措置法の規定にもと
づいて厳格に作成された「離職者基本名簿」
と「離職金支払原簿」のいずれかに登載され
た人物を分析の対象とすることにしたのであ
る．こうして離職者の母集団は，最終的に
4,626人と確定された．
５．閉山離職者の追跡法
信頼にたる調査データを得るためには，母
集団に対してできるだけ高い有効回答率を得
ることが不可欠である．調査を実施するため
には，対象者の現在の住所が判明しなければ
ならない．また調査の有効回答率を評価する
にあたっては，すでに死亡した人物を特定す
ることも重要である．この研究プロジェクト
を行ううえで，もっとも精力を投入し，工夫
を強いられたのが，離職者の追跡であったと
いえる．以下に，本研究で採用した手法につ
いて述べる．
（１)閉山当時の住所への訪問，郵送による確
認 われわれが資料収集の過程で得たさまざ
まな名簿には，閉山直後ないしは閉山から数
年後の住所が記載されている．とりわけ『地
底との訣別』における鉱員名簿には，昭和50
年の住所が掲載されていた．調査を実施する
にあたり，これらの住所を対象に住宅地図で
の確認，現地での訪問，葉書による本人確認
を行った．
また，常磐炭砿の離職者の一部は，閉山後
市営住宅となった旧炭鉱住宅に居住しつづけ
ていた．調査開始当初は，こうした住宅に訪
問することによって，着実に有効回答を得る
ことができた．
（２)調査回答者，近隣からの聞き取り 調査
を実施するさいに，現地の対象者から，消息
を知る友人や知人について情報提供を依頼し
た．また，現地にて調査を実施するさいに，
同時に調査員に調査対象者の近隣への聞き取
りを依頼した．少なくとも，初期にはこの方
法がある程度の成果を収めた．しかし時間の
経過とともに，この方法によって新たに住所
が判明する頻度は減少していった．この方法
によって所在が判明する人物は，交際範囲が
広く，地理的に近接した範囲に居住する人物
に偏る傾向がある．
この手法による最大の利点はすでに逝去し
た人物が特定できることである．対象者に住
所不明者のリストを提示することにより，す
でに逝去していた人物を特定することができ
た．
（３)各種団体からの聞き取り，情報提供 閉
山後も多くの離職者が，いわき市のなかでも
旧炭鉱所在地の周辺部に集中して暮らしてい
る．彼らは今も炭鉱離職者を中心とした，さ
まざまな，旧炭鉱のOB会，親睦団体，老人
会などに参加をしている．また，他の地域に
転出した離職者も親睦会を組織し定期的な会
合をもっていた．調査の初期段階では，こう
した組織の名簿を閲覧したり，入手したりす
ることにより，多くの人物の所在を確認する
ことができた．また，調査の最終段階には，
元労働組合幹部たちとの集いを開き，そのさ
いに最後まで所在のつかめなかった人物のリ
ストを提示して情報を求めた．
（４)寺院への聞き取り 追跡でもっとも困
難を極めたのは，すでに逝去した人物を特定
することである．そのうえで有効な方法だっ
たのは，現地の寺院を訪問し住職に聞き取り
をすることであった．いうまでもなく過去帳
の閲覧はできないが，住職の記憶を頼りに檀
家の元炭鉱離職者の生死や現在のだいたいの
居住地などを確認することができた．
（５)電話帳による住所の検索 調査の中盤
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以降，大量に残された住所不明者を追跡する
にあたってもっとも有効であったのは電話帳
による検索であった．まず，全国の電話帳の
データが登載された CD-ROM を用いて，住
所不明者の氏名による検索を行い，複数の氏
名が表示された場合には，移住先として可能
性の高い住所を離職者の居住先の候補とみな
した．そのうえで，電話や葉書による問い合
わせを行い，本人や家族に元離職者ではない
か確認をしていったのである．非該当者であ
ることがわかった場合には，再び同じ作業を
繰り返した．
もっとも，現在，電話帳に登載されている
氏名が必ずしも離職者本人のものであるとは
限らない．そのため，調査の終盤には，家族
の氏名がわかる場合には，妻や子の名前にも
とづく検索を行った．これによって本人の死
亡が確認されたケースもある．
（６)インターネット，マスメディア等による
告知 われわれの調査への取り組みは，たび
たび現地の新聞やテレビなどのメディアに
よってとりあげられた．そうしたおりに，１
人でも多くの離職者を探し求めたい旨を訴
え，調査への協力をよびかけた．またインター
ネットのホームページを利用して離職者の本
人や所在を知る方に情報提供を求めたことも
ある．しかしながら，こうしたメディアを通
じた広報活動が，新たな所在未特定者の発見
につながった事例はまったくなかった．
対象者を訪問した経験からいえば，メディ
アからの情報は，対象者にわれわれの存在を
認知させ，肯定的なイメージを形成するうえ
で有効であったことは間違いない．とはいえ，
積極的に情報を提供しようとする動機づけに
はつながらなかったようである．
住所が判明すると，調査の依頼がなされた．
実査における調査依頼から面接の手続きは，
次のようなかたちで進められた．調査の２週
間程度前に郵送で個人面接調査への協力を行
い，同封した返信用葉書で協力の可否につい
て回答を求めた．また探している離職者であ
るかどうかが，不確実な場合には，必要に応
じて離職者本人であるかの確認を行った．返
信がない場合には，現地にて直接訪問をし，
離職者本人であるかを確認し，該当者である
場合には協力依頼したのである．
コールらは，追跡作業において心がけるべ
きポイントのひとつに追跡手法の多様さをあ
げている（Call et al,1982）．信頼性の高い名
簿や追跡手法があったとしても，そこから漏
れる標本は少なからず出るのであり，わずか
な追跡手法だけに頼ることには，追跡手法自
体に標本選択バイアスがかかるリスクがあ
る．たしかにこうした主張には説得力がある
が，むしろできるだけ多くの離職者を捜しだ
そうとした結果が，採用される追跡手法の多
様さにつながるのではないだろうか．次にわ
れわれの調査における最終的な追跡の結果に
ついて概要を述べることにしたい．
６．最終的な追跡結果
以上の手法によって，入念な追跡作業を継
続的に行った結果，最終的に定義しなおされ
た「閉山離職者」4,626名のうち，死亡が確認
された者を含めると89.6％の所在を突き止
めることに成功した．とりわけ，離職者全体
のうち，もっとも多数を占める男性の砿員に
ついては，92.3％の所在が判明している．こ
の数字は，追跡研究を行った海外の研究と比
較しても，十分に高い水準であるといえるだ
ろう．
また，有効回答が得られたのは，全閉山離
職者のうち1,467人（31.7％）であった．全
閉山離職者の３人に１人から有効回答を得る
ことができたのである．
なお，実際に調査が依頼できるのは，現在
生存しており，住所が判明した者のみである．
この条件を満たす実質的な調査対象者に対す
る有効回答率は，離職者全体で57.4％であっ
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た．
前述した吉川らによる追跡接続研究でも，
有効回答者数は全追跡対象者の３分の１程度
となっている．吉川らの研究とわれわれの研
究は，調査対象者の年齢層，追跡開始までの
空白期間がほぼ同一である．またわれわれ以
上に緻密な追跡を当初から体系的に行ってい
る．欧米の高い追跡率，有効回答率には及ば
ないが，日本における追跡率と有効回答率の
ひとつの基準となりうるのではないだろう
か．
調査を依頼したものの有効回答が得られず
欠票とされたケースは，全体のうち918人
（19.8％）であった．その事由は「拒否」「病
気・入院」「無効」に大別される．調査におい
て不能事由の正確な特定を行うことは非常に
困難であるが，本調査では，現地で調査を行
うさいに，調査員に確認をしてできるかぎり，
正確な理由が把握できるよう努めた．また調
査不能と判断したときの状況をできるだけ詳
しく，われわれが「訪問票」と呼んだシート
に書き込むことを調査員に依頼し，そこに記
述された状況からできるだけ正確な不能事由
を特定している．
さて，「病気・入院」は，身体的な理由によ
り調査を回答することが不可能であると判断
された者が該当する．調査の依頼を郵送に
よって行ったとき，あるいは自宅を訪問した
ときに家族によって申告される事例が大部分
を占める．
「拒否」に分類されるのは，家族あるいは本
人によって，調査への協力を断られた場合で
ある．これに該当する事例が不能事由のなか
でもっとも多く，職員よりも砿員に多いこと
が特徴である．近年，個人情報保護への意識
が高まり，社会調査の有効回答率が低下して
いるが，本調査研究においてはむしろ炭鉱特
有の要因から，対象者が調査を拒否すること
を選択した事例が目立つことはたしかであ
る．たとえば，元炭鉱労働者のなかには「昔
のことは思い出したくない」という過去への
否定的な記憶や，塵肺訴訟の訴訟中であるこ
とを理由に拒否をされたケースがあった．
「無効」に該当するのは，調査票を回収した
のちに，無回答の項目が多いために集計不可
能であると判断された場合である．これに該
当する事例はごくわずかにとどまった．
なお，通常の標本調査であれば，名簿の不
備や対象者の転居などによって調査不能とさ
れる対象者がでる場合がある．われわれの調
査では，そのような対象者については，再び
住所の捜索を繰り返した．したがって，不能
表３ 追跡結果と有効回答率
追跡結果 有効回答率
Ａ．追跡完了 Ｄ．住所
不明
判定
不能
追跡率
A/N
離職者
母集団
B/N
実質的な
調査対象者
B/(N-C-D)N Ｂ．有効回答 調査不能 未接近 Ｃ．死亡
全体 4,626 1,467 918 167 1,595 477 2 89.6％ 31.7％ 57.4％
男性 全体 4,384 1,434 880 149 1,551 369 1 91.6％ 32.7％ 58.2％
砿員 3,786 1,277 802 131 1,283 293 0 92.3％ 33.7％ 57.8％
職員 391 149 66 5 149 21 1 94.4％ 38.1％ 67.4％
その他 207 8 12 13 119 55 0 73.4％ 3.9％ 24.2％
女性 全体 242 33 38 18 44 108 0 55.0％ 13.6％ 36.7％
砿員 32 6 8 3 8 7 0 78.1％ 18.8％ 35.3％
その他 210 27 30 15 36 101 0 51.4％ 12.9％ 37.0％
注１：女性の職員はいない．
２：「判定不能」は郵送による調査を依頼したが回答がなく非該当者かの判断ができなかった者．
３：「未接近」は住所が判明していたが，「不在」等の理由により最終的に本人に調査を依頼できなかった者．
元炭鉱労働者の追跡研究における方法的課題Vol.19  No.2  205
自由に「住所不明」は含まれていない．
７．追跡成功の規定要因
コールらは，追跡作業を成功させる基礎的
なパラメータとして，資源，時間，パネルの
特性，対象者の特性の４つをあげている（Call
 
et al,1982）．またすでに取り上げたデンプス
ター・マクラインとモエンも，この４つのパ
ラメータにもとづいて，自らの行った追跡戦
略についての考察を行っている（Dempster-
McClain and Moen,1998）．本稿でも，同様
の整理を行いたい．
資源 長期にわたる追跡研究に必要とされる
のは，それを統括するメンバーがおり，継続
的に管理できることである．本研究プロジェ
クトの場合には，主要な４人のメンバーが継
続的に研究に関わり，とりわけ筆者が一貫し
て追跡作業を統括することができた．また早
稲田大学・大正大学の調査実習として実査を
実施したことにより，実際に追跡と調査を行
う人員を継続的に確保することができた．
また，われわれの追跡作業に有利に作用し
たのは，早稲田大学が閉山以前の昭和33年か
ら常磐炭砿を調査のフィールドとしていたこ
とであった??．そのために，閉山時資料をわれ
われは入手することができたばかりでなく，
調査を進めるなかで多くの地元協力者を得る
ことができた．
最後に，やや些末な要因ではあるが，わず
かな人員で，長期にわたる膨大な数の追跡調
査を行えたのは，IT技術の進歩によるところ
も大きい．追跡作業の過程のなかでは，膨大
な数の名簿が作成し，名簿相互の情報を照合
しつつ，居住先の候補や追跡の状態に関する
データの管理を行わなければならない．本研
究では，開始当初からリレーショナル・デー
タベースを用いてデータ管理を行った．これ
により，単純ではあるが煩雑な事務作業の多
くを省くことができた．
時間 追跡を開始するまでの期間が長くなれ
ばなるほど，追跡は困難となる．調査を開始
した時点ですでに閉山から26年の歳月が流
れていた．また閉山離職者の平均年齢は44歳
であり，一刻も早く追跡を完了し，調査を開
始することが必要であった．閉山離職者総数
の34％が，追跡が完了した時点で逝去してい
たという事実は，われわれの調査開始時点が
遅すぎ，なおかつ追跡にあまりにも時間をか
けすぎたことを物語っている．
一方で，われわれの研究が他のすぐれた研
究と比肩しうる追跡率を達成できた要因のひ
とつには，追跡に十分な時間を費やせたこと
が大きな要因となっている．心理学的変数や
特定の時点における社会属性をとらえようと
する通常の追跡研究では，調査をいたずらに
先延ばしすることはできない．そのため，追
跡に費やせる時間は限られたものとなる．
しかし，われわれの調査目的は離職者の閉
山後のライフコースをあきらかにすることに
あった．ライフコース研究で必要とされるの
は，いわゆるイベントヒストリー・データで
あり，分析において測定時点の効果を統制し
やすい．そのために10年の期間をかけなが
ら，追跡を進めながら逐次調査を行うことが
できたのである．
追跡対象の集団的特性 コールらがいうパネ
ルの特性とは，具体的には，追跡対象とされ
る先行して行われた調査の標本規模や地域分
表４ 調査不能の理由 （％)
N 病気・入院 拒否 無効
全体 918 32.9 64.5 2.6
男性 全体 880 32.8 64.8 2.4
砿員 802 31.3 66.2 2.5
職員 66 47.0 51.5 1.5
その他 12 41.7 58.3 －
女性 全体 38 32.9 64.5 2.6
砿員 8 32.8 64.8 2.4
その他 30 47.0 51.5 1.5
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布を指している．われわれの追跡では，過去
に行われた調査の対象者を対象としているわ
けではないので，パネルという呼称はあては
まらない．この概念は常磐炭砿の閉山離職者
の特性そのものとして読み替える必要があろ
う．
われわれが追跡過程の第２段階で定義した
離職者数は，他の研究に比べても大規模な部
類に入る．規模の面では，追跡調査を遂行す
るうえでは高いハードルであったといえる．
一方で地域的条件については不利な面と有
利な面があるといえる．炭鉱労働者たちは，
閉山以前にはその８割が炭鉱住宅に居住をし
ていた??．閉山とともに彼らは転居を迫られ，
一部は市外へと転出した．再び社宅がある職
を求めた離職者も多く，新しい職への不適応
により短期間に離職をした者も少なくない．
こうした閉山離職者の特性は，追跡を困難に
させる．しかし，炭鉱離職者は，離職以前に
は職場の同僚や同じ炭鉱住宅の人々と，他の
社会集団に比べて稀にみるほどの強いつなが
りをもち，また多くは閉山後もそうした関係
を一部の人々と選択的に維持しつづけた．ま
た常磐炭砿の離職者の７割は閉山後も地元い
わき市内で新たな仕事に就くことができ，追
跡対象者の地理的な分散の度合いは，他の炭
鉱と比べて低いものにとどまった．こうした
特性は，常磐炭砿の閉山離職者に特有のもの
であるといえるだろう．
対象者の特性 対象者の社会的属性によっ
て，所在が判明する確率も左右される．たと
えば，農村部の住民は都市部の住民と比べて
所在を突き止めやすく，白人は非白人よりも
追跡が容易であり，社会的地位の低い人々は
高い人びとよりもみつけにくいとされる
（Dempsdter-McClain and Moen,1998）．ま
た，日本における追跡接続研究の貴重な事例
を提供した吉川らによれば，彼らの追跡にお
いて所在確認をしやすくする社会属性とし
て，有配偶であること，持ち家所有者である
ことが指摘されている（吉川，2009）．
われわれの調査では砿員よりも職員の方が
所在を突き止めやすく，有効回答率も高い．
また高齢者よりも若い層の方が居場所を突き
止めやすく，所在の判明率が高かった．この
ことは高齢者の多くがすでに死亡しており，
死亡を確認しきれなかったことが影響してい
ると考えられる．こうした属性別の追跡率の
差異が，調査の結果にバイアスをもたらすこ
とはいうまでもない．
最後にすでに概観した米国の追跡研究の事
例と比べて，日本における追跡率が相対的に
低いものになっている要因について言及した
い．われわれが採用したように，人を捜索す
るための資料は日本では電話帳に限定される
のに対して，米国では複数の情報源が用意さ
れている．
また，米国の追跡研究では，病院，学校な
どの機関を通じて対象者の所在を照会してお
り，研究のための追跡にはきわめて協力的で
あったことが指摘されている．また調査対象
者の追跡の支援のために利用できる機関があ
ることも，追跡率の向上に大いに役立ってい
る．この論文で言及したデンプスター・マク
ラインらの論文には，以上のような米国にお
ける調査対象者追跡に関するノウハウが具体
的にまとめられている．
８．結 語
本稿では，常磐炭砿離職者の追跡調査の事
例をもとに，母集団の確定と追跡戦略におけ
る方法論的な課題について概略を述べた．こ
れまで述べたようにすでに欧米では追跡接続
研究の事例は数多くあり，縦断研究を行うた
めの魅力的な選択肢のひとつとなっている．
本研究の事例が示すように，かなり長期の空
白期間があったとしても，有効な十分に高い
追跡率を達成することは十分に可能であり，
また通常の郵送調査と同程度の有効回答率を
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達成することは十分に可能である．体系的な
追跡をともなう計量的な分析は，わが国では
まだまだ未開拓の分野といえるが今後活用さ
れるべき手法であるといえる．
そのさいに留意すべきなのは，できるだけ
高い追跡率を達成しえなければ，調査の信頼
性が大きく損なわれるということである．対
象者の追跡が成功するか否かを左右するパラ
メータは，きわめて多岐にわたり，調査対象
によってきわめて異なる性質を帯びる．すで
に述べたように，多様な追跡戦略によって追
跡の可能性にばらつきをなくすことが重要な
課題となる．
しかし，追跡の手法そのものを劇的に改善
するようなやり方があるわけではない．追跡
率を少しでも上げるために重要なのは，残り
わずかとなった住所不明者をさらに追跡しよ
うという執念と忍耐であるというほかはな
い．社会科学者にとっての執念と忍耐は，デー
タから得られる知見が，いかに有意義なもの
であるかという確信の度合いに依存する．こ
の確信がもちえなければ，長期にわたる忍耐
をともなう追跡作業をやりきることなどでき
はしないのである．
注
⑴ 常磐炭砿離職者の追跡研究は，科研費
（11410064，15203022，13410065，17330121），
早稲田大学特定課題研究（99A-516），日本私立
学校振興・共済事業団学術研究振興資金の助成
を受けて行われた．
⑵ 森（2005）の記述からの筆者の計算にもとづ
く．
⑶ その経緯と成果については武田良三（1963）
を参照．
⑷ 正岡ほか（2007）を参照．
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